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特定機能病院及び地域医療支援病院
のあり方に関する検討会（松田晋哉座
長）は２月26日、「議論の整理」を了承
した。特定機能病院としての大学病院
本院のあり方に関して、承認要件に近
い「基礎的基準」と各病院独自の取組
み状況に応じた「発展的（上乗せ）基準」
の組み合わせで評価する考えで一致し
た。両者の評価においては、新たな地
域医療構想や医師偏在対策を踏まえ、

「基礎的基準」で医師派遣の機能を必
須化するなど地域医療の観点を重要視
している。地域医療の中で大学病院本
院の機能が明確になれば、地域密着病
院など他の医療機関とのネットワーク
の強化が期待できる。

同検討会のとりまとめは、2024年度
中に行う予定であった。今回の「議論
の整理」は特定機能病院が大学病院本
院である場合の定性的な基準の考え方
の合意にとどまる。定量的な基準を含
む具体的な基準の設定は年度を越え、
４月に入ってから以降の検討会の議論
で決まる見込みだ。厚労省は引き続き
詳細な基準設定について関係者との調
整を進める意向を示している。

地域医療構想や医師偏在対策
大学病院本院の役割に期待

現在、特定機能病院は88病院でうち
79病院が大学病院本院である。大学病
院本院は、医療提供・教育・研究のす

べてを担い、三次救急などで地域にお
ける最後の砦として存在している。た
だ、大学病院本院も多様で、現行の医
療提供・教育・研究の実績が「承認要件」
を大きく上回る大学病院本院がある一
方で、逆に特定の機能が不十分な大学
病院本院もある。

高度な医療という点では、大学病院
本院以外の病院の実績が、大学病院本
院と遜色ない他の病院も出てきている。
また、地域医療支援病院や臨床研究中
核病院などさまざまな類型も登場して
おり、大学病院本院の位置づけが不明
確になっている事情もある。

一方、新たな地域医療構想では、医
療機関機能に着目した医療機関の機能
分化・連携の推進に関する取組みを進
める上で、大学病院本院に対しては、

「広域な観点で担う常勤医師や代診医
の派遣、医師の卒前・卒後教育や看護
師等の医療従事者の育成及び広域な観
点が求められている診療を総合的に担
う」との役割が与えられた。

さらに、「医師偏在の是正に向けた
総合的な対策パッケージ」では、「都道
府県と連携して、医師派遣・配置、医
学部地域枠、寄附講座等を通じて、医
師偏在の是正、地域の医師の確保に貢
献する」ことが期待されている。

これらを踏まえ、特定機能病院が大
学病院本院である場合の評価の観点と
して、次の２つを決めた。①（特に医

師が少数であるなど）地域で高度医療
の拠点となり、医師派遣機能を果たし
ている②現在の「承認要件」をすべて
の大学病院本院が満たすべき「基礎的
基準」とし、地域の実情を踏まえ自主
的に実施している高度な医療提供・教
育・研究・医師派遣の取組みを「発展
的（上乗せ）基準」として評価する。

地域で医師を循環させる教育を重視
医師派遣の「派遣」の明確化も必要
「基礎的基準」は左下表のとおり整

理された。現行の「承認要件」にもあ
る基準のほか、新設の基準がある（太
字下線）。また、医師数など地域の実
情や地域で果たしている役割に応じて、
必要数が異なる基準があることから設
定上の工夫が必要としている。

一方、「発展的（上乗せ）基準」で取
り上げられた項目は、①医療提供②教
育③研究④医師派遣となっている。

医療提供に関しては、「複数の合併
症を抱える症例や一定の重症度の救急
症例を受け入れる等の地域の最後の砦
としての機能を担っていること等」の
評価をあげている。例えば、地域医療
構想調整会議などの協議を踏まえ、救
急や高度な手術などの観点で、地域に
おける受入体制や救急応需体制におけ
る具体的な基準を設ける方向だ。

教育に関しては、医師派遣と組み合
わせ、医師を地域に循環させて教育を
行う場合の評価の考え方が示された。
これに関して、全日病会長の猪口雄二
構成員が、総合診療専門医の養成が不
十分であることを踏まえ、総合医の養
成と普及に期待を示した。「地域のニ
ーズは高く、例えば、地域の病院の宿
日直で、内科の医師が外科にも対応で
きるなど幅広い診療能力を持つ医師が
求められている」と述べた。

日本医師会常任理事の今村英仁構成
員は、大学病院本院で総合医を養成す
ることについて、「（教育を行う場を備
えるため）大学病院本院に地域包括ケ
ア病棟や療養病棟を設けるという話に
なりかねないが、それは違う」と述べ、
地域で医師を循環させて教育を行うこ
との意義を強調した。

医師派遣に関しては、「特に都道府
県と連携した医師が少数である地域等
への医師派遣の取組み」を評価するこ
とを提案した。その上で、「医師の派
遣には一定の医師確保が前提となるこ
とから、医師の確保等に係る前提条件
等（大学病院本院立地自治体の医師の
多寡や医学部数等を含む）について一
定の勘案を行う」ことも明記した。

医師派遣をめぐっては、猪口構成員
が「大学病院本院からの医師派遣は、
一般の（労働者）派遣事業の『派遣』と
は異なるので、言葉の整理が必要」と
指摘。民間事業者が行う派遣とは違う

「派遣」であることの明確化を求めた。
日本病院会副会長の泉並木構成員も

「派遣」の定義の明確化と実態把握を
要望した。

医師派遣が今回、「基礎的基準」と「発
展的（上乗せ）基準」の両者で、特定機
能病院が大学病院本院である場合の重
要な機能として位置付けられた。医師
派遣は大学病院本院が特定機能病院と
なる上で、必須の機能となるが、その
基準値については、地域の実情などに
応じて配慮する。一方、「発展的（上乗
せ）基準」を医師派遣の項目で満たす
大学病院本院は、特に医師不足地域に
おいて、医師偏在対策の要の役割を目
指すことになる。

また、「議論の整理」に、これらの機
能を備えるに足りる財源の言及はない
が、機能を果たすには相応の費用がか
かる。今回の評価の基準案が今後、診
療報酬や補助金で活用されることも想
定される。例えば、DPC制度では基
礎係数や機能評価係数Ⅱにおいて、大
学病院本院は「大学病院本院群」とし
て類型化されている。新たな基準をど
う満たすかでDPC制度での係数を変
えることも検討課題となりそうだ。

特定機能病院としての大学病院本院の基準で「議論の整理」を了承
大学病院本院の基礎的基準に「医師派遣」を位置づけ
特定機能病院等あり方検討会

都道府県病院連絡協が初会合
都道府県単位の病院団体で構成する

都道府県病院協会連絡協議会が３月３
日に発足した。初代議長には、全日病
の常任理事を務める東京都病院協会の
猪口正孝会長が就任。地域により異な
る医療提供体制の課題に、財政支援を
含め都道府県が地域独自の対応を行え
るよう公私の病院団体が連携し、情報
を交換しつつ行動することを目指す。

３月中に、福岡資
麿厚生労働大臣と村
井嘉浩全国知事会会
長に対し、昨今の厳
しい病院経営を踏ま
え財政支援と地域の
独自施策を可能とす
る環境整備を要望す

る意向も猪口議長は示した。
同日のオンラインによる初会合では、

25都道府県の30病院団体が参加した。
猪口議長は、「地域により人口減少

や高齢化率などは違う。医療提供体制
の課題もそれぞれで、国が一律の基準
で地域医療計画を実施しても混乱が生
じる場合が出てくる。地域の実情に応
じて、都道府県が独自の対策を講じる
ことが重要だ。しかし現状では、国が

『技術的指導』を行い、都道府県の裁
量は小さくなっている」と指摘した。

３月中に提出する要望書では、福岡
厚労相に対し、都道府県が独自に使え
る医療の財源を明らかにするとともに、
地域医療計画において「地方の独自性
を妨げない」ことを求める予定だ。

第13回臨時総会　開催のご案内
下記日程で第 13回臨時総会を開催します。

公益社団法人全日本病院協会　会長　猪口雄二

〈正会員の皆様に〉
　臨時総会終了後（午後２時10分目途）に
同会場で支部長・副支部長会を開催し、「病
院の経営危機と国の補正予算について」が
テーマの講演を行います。当協会正会員の皆
様もご参加いただけますので、どうぞ会場に
お越しください。

（３）　�2024年度事業計画の一部変更に
ついて

（４）　2024年度補正予算について
（５）　その他

　決議事項
第１号議案　定款の変更について
第２号議案　�役員の報酬等に関する規程

の変更について
その他

□第13回臨時総会
日時　2025年３月29日（土）
　　　午後１時～午後２時（予定）
会場　全日本病院協会　大会議室
　　　東京都千代田区神田三崎町１−４−17
　　　東洋ビル11F　Tel. 03-5283-7441
目的事項
　報告事項
（１）　2025年度事業計画について
（２）　2025年度予算について
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取組を適切に評価するため、以下の２つの観点から、見直しを行うこととしては

どうか。

① 地域（特に医師が少数である等の条件不利地域）において、高度な医療等

を提供するための拠点としての機能や、医師派遣機能を果たしていることを

評価する。

② 現在の「承認要件」を、すべての大学病院本院が満たすべき「基礎的基

準」として整理するとともに、個々の大学病院本院が地域の実情も踏まえて

自主的に実施している高度な医療提供・教育・研究・医師派遣に係る取組を

「発展的（上乗せ）基準」によって評価し、その結果を公表する。

○ また、各基準の具体的な内容については、例えば、以下のような考えのもと検討

を深めていくことが考えられるのではないか。

＜基礎的基準＞

○ 基礎的基準については、現在の「承認要件」を基本としつつ、本検討会での議論

及び（２）①の考え方を踏まえつつ、検討を進めることが適当ではないか。（大

学病院本院が自動的に特定機能病院とされるという考えではなく、一定の要件を

満たすものとする。）

○ 医療提供、教育、研究、医師派遣、医療安全の分野ごとの基礎的基準について

は、例えば、以下のような項目を設定することが考えられるのではないか。

基準 項目（案）

医療提供 紹介率、逆紹介率、基基本本診診療療科科のの幅幅広広いい設設置置、専門医配置、高難

度新規医療技術への対応、先進医療又は難病医療等の実施等。

教育 いいわわゆゆるる SSttuuddeenntt  DDooccttoorr のの育育成成、、研修医数※・専専攻攻医医数数※、幅幅広広いい

基基本本診診療療科科のの専専門門研研修修ププロロググララムムをを基基幹幹施施設設ととししてて担担っってていいるるここ

とと、地地域域のの医医療療機機関関へへのの学学習習機機会会のの提提供供※等、看看護護師師・・薬薬剤剤師師そそのの

他他専専門門職職のの実実習習受受けけ入入れれ・・育育成成※

研究 査読付き英語論文※（CCaassee  RReeppoorrtt やや LLeetttteerr ににつついいててはは、、本本数数制制

限限やや割割引引等等をを行行うう。）、IRB 設置、COI 管理、研研究究支支援援組組織織設設置置等

医医師師派派遣遣 地地域域にに一一定定のの医医師師派派遣遣をを行行っってていいるるこことと※

医療安全 引き続き検討

（注１）太太字字下下線線が新設。

 （注２）※を付した事項については、地域の実情や地域において果たしている役

割を踏まえた評価のあり方について検討。

＜発展的（上乗せ）基準＞

○ 大学病院本院について、自主性を尊重しつつ、取組状況に応じた適切な評価を行

うことができるよう、個々の大学病院本院が自主的に実施している高度な医療提

【基礎的基準の項目】

猪口正孝議長
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厚生労働省は、看護師の特定行為に
関する指定研修機関の申請書類を2026
年８月審査分より簡素化した新様式を
導入する。Excelファイルによる提出
を採用し、記入する内容も可能な限り
“プルダウン”で選択可にする予定。
今年秋頃にも新様式による電子申請の
フォーマットを公開する計画だ。２月
26日、医道審議会保健師助産師看護師
分科会「看護師特定行為・研修部会」（國
土典宏部会長）が了承した。

紙に手書きで必要事項などを記入し、
郵送していたデジタル時代以前の旧式
からようやく転換する。委員からは「紙
の書類は現場にとって大きな負担だっ
た。これで申請が少し増えるのではな
いか」など喜びの声が上がった。

看護師の特定行為に関する指定研修
機関に対して提出を求めている書類は
現在、◇様式１：指定研修機関の指定
の申請◇様式２：変更の届出◇様式３：
変更の承認◇様式４：年次報告◇様式
５：取消申請◇様式６：特定行為研修
修了証（例）◇様式７：特定行為研修
を修了した看護師に関する報告書―の

計７種類が存在する。新様式では様式
１～４を電子ファイル化する。電子媒
体の利用で、重複箇所の記載が不要に
なるような簡素化も図る。

委員からは「オンライン申請への移
行も検討するのか」などの質問が出た。
厚労省は、今後はオンライン申請への
移行も検討するとの姿勢を示しつつも、

「まずは電子化による簡素化を図りた
い」と説明。オンライン申請への移行
時期などについては言及を避けた。

研修施設426、総定員数6149人に
パッケージ研修１位は「術中麻酔管理」

厚労省は同日、2024年９月時点の特
定行為に関する研修機関数と研修修了
者数を公表。研修機関は426で、総定
員数は6149人となっている。修了者数
は１万1441人。制度開始10年目の節目
で１万人を突破した。

各領域別パッケージ研修の実施状況
では、研修機関数の１位が「術中麻酔
管理領域」（140）だった。中小病院など、
在宅医療との関係が近い領域で活躍が
期待されている「在宅・慢性期領域」

（94）は２位となっている。このほか「救
急領域」（77）、「集中治療領域」（55）な
どが続く。

病床稼働率、脅威の99.8%で特定看
護師106人、関西医科大病院の事例

同日は、関西医科大学附属病院看護
部の稲井久美子副部長が、看護師の特
定行為研修に関する取り組み事例を紹
介。特定機能病院として45診療科、
797床の大病院が、病床稼働率99.8%

（2023年度実績）を誇る状況。看護師
の特定行為研修については、2020年度
から開始し、2024年４月時点で看護師
総数980人中約10%の106人が修了者だ。
部署別の配置人数は救命（ICU）が最も
多い15人。次いで手術室（12人）、消化
器外科（11人）、CCU（９人）、GICU（８
人）などの順。修了者の配置がある18
病棟のうち14病棟に特定行為研修を修
了した看護師（特定看護師）を師長や
副師長として配置。他の看護管理者を
牽引する役割や、あこがれの存在とし
て職場の雰囲気作りに貢献していると
いう。

充実した育成環境について稲井氏は、
特定行為研修の立ち上げ準備の期間か
ら当時は副病院長だった現病院長がチ
ームを作り、初年度の育成に関する数
値目標などを自ら率先して掲げ、一丸
となって取り組んできたことをあげた。

全日病常任理事の中尾一久委員は、
99.8%と圧巻の病床稼働率になってい
る状態と特定看護師の関連について

「寄与していることなどはあるか」と
質問。稲井氏は、「データなど具体的
な根拠があるわけではない」と断った
上で、「稼働率に影響するオペ、外来、
救急搬送などすべての件数が多いが、

（特定看護師が頻繁に）医師とコミュ
ニケーションできるため、対応ができ
ているのかもしれない」などと述べた。

厚生労働省は２月12日付で医政局長
通知を都道府県宛で発出し、病床の削
減を支援する給付金や、2024年度の診
療報酬改定で設けた「ベースアップ評
価料」と連動する形で職員の処遇改善
を図る費用を支給する支援策などを盛
り込んだ2024年度補正予算で実施する

「医療施設等経営強化緊急支援事業」
の要綱を周知した。「病床数適正化支
援事業」として、2024年12月17日から
2025年３月31日までの間に病床を削減
する病院と診療所が対象の給付金は１
床につき410.4万円。支給対象の稼働
病床が地域医療介護総合確保基金の

「病床機能再編支援事業（単独支援給
付金支給事業）」による給付金を受け
ていた場合は、差額のみを支給する。
申請受付開始日や申請期限などは、実
施主体の都道府県が決める。

同事業の実施時期について厚労省の
森光敬子医政局長は、全日病の若手経
営者育成事業委員会（甲賀啓介委員長）
の企画で講演した際に「早い県では２
月の議会を通す予定と聞いている」と
の認識を示していた（全日病ニュース
３月１日号３面参照）。

医政局長通知で実施要項を示した同
事業の内容は以下の７つで構成。

①生産性向上・職場環境整備等支援
②病床数適正化支援
③施設整備促進支援
④分娩取扱施設・小児医療施設支援
⑤地域連携周産期支援（分娩取扱施設）
⑥地域連携周産期支援（産科施設）
⑦医療施設等経営強化緊急支援執行

病床削減や「ベースアップ評価料」
を前提に広範囲の医療機関が対象にな
る事業に加えて、分娩施設や産科など
周産期医療を担う施設の支援項目が多
いのも特徴だ。さらに、同事業を執行
する都道府県に対しても、追加の事務
経費や非常勤職員の人件費などを支援
し、円滑・迅速な執行を目指す。

ICT機器やロボット購入なども支援
「ベースアップ評価料」との連動で

「生産性向上・職場環境整備等支援

事業」は、「ベースアップ評価料」との
連動性を確保。2025年２月１日時点で
届け出ているか、2025年３月31日時点
で届出見込みの病院、有床診（医科・
歯科）、無床診療所（医科・歯科）と訪
問看護ステーション（訪看ST）が対象
になる（図１）。

支給の対象は、◇ICT機器等の導
入による業務効率化＝タブレット端末、
離床センサー、インカム、Web会議
設備、床ふきロボット、監視カメラ等
の業務効率化に資する設備の導入◇タ
スクシフト／シェアによる業務効率化
＝医師事務作業補助者、看護補助者等
の職員の新たな配置によるタスクシフ
ト／シェア◇給付金を活用した更なる
賃上げ＝処遇改善を目的とした、すで
に雇用している職員の賃金改善―の３
項目となっており支給の対象は多彩だ。

410.4万円の病床削減給付金、
対象外になる７つの区分を提示

②の「病床数適正化支援事業」では、
給付金の対象外とする病床を明確化。
具 体 的 に は、 ◇ 産 科 部 門 の 病 床

（MFICU等を含む）および小児科部門
の病床（NICU・GCU等を含む）を削減
した場合◇同一開設者の医療機関へ病
床を融通した場合◇事業譲渡等により
病床を削減した場合◇病床種別を変更
した場合◇医療計画に関する外来医療
や医師の確保などに関する医療法第30
条の４第10項から第12項までの規定及
び国家戦略特別区域法に基づき許可を
受けた病床を削減した場合◇診療所の
療養病床又は一般病床について、医療
法施行規則第１条の14第７項の規定に
該当し、医療法第７条第３項の許可を
受けずに設置された病床を削減した場

合◇その他、国の開設する医療機関の
病床や放射線治療室の病床、ハンセン
病療養所の病床、心神喪失等の状態で
重大な他害行為を行った者の医療及び
観察等で使用する指定入院医療機関の
病床―をあげている。

③の「施設整備促進支援事業」では、
地域医療介護総合確保基金の「病床の
機能・分化・連携のために必要な事業」
である医療提供体制の改革に向けた施
設の整備や、「医療提供体制施設整備
交付金（ハード交付金）」で国庫補助事
業の対象になる救急関連の施設整備に
着手している場合に、m２数で建築資
材高騰分の給付金を計算・支給する。

分娩数など減少傾向の施設を支援
周産期医療の体制確保で

④の「分娩取扱施設支援事業・小児
医療施設支援事業」では、地域で子供
を安心して生み育てることができる周
産期・小児の医療体制を確保するため
の給付金を支給する。分娩施設に関し
ては、2023年度の分娩取扱件数が2017
～2019年度の３年間における分娩取
扱件数の平均を下回っている病院、診
療所、助産所が対象（図２）。

小児に関しては、2023年度における
15歳未満の入院延べ患者数が、2017～
2019年度の３年間の入院延べ患者数の
平均を下回ることが条件だ。

⑤と⑥の「地域連携周産期支援事業」
では分娩取扱施設と産科施設を対象に
する。分娩施設に対しては経営の安定
化を図るため、分娩取扱期間に応じて
職員の給与などを支援する（図３）。

産科施設に関しては、地域の実情に
応じた役割分担を進め、周産期医療提

供体制を確保するための支援を用意し
た。周産期施設の整備としては、１施
設当たりの基準額を1680万円とし、産
科施設として必要な診察室や病室の新
築、増築、改築・改修に要する工事費
用の２分の１を補助する。寄附金など
の収入を控除し交付額を決定する。

周産期の設備に対する支援としては、
１カ所当たりの基準額を727.9万円と
し、補助率２分の１で妊婦健診を行う
産科医療施設として必要な医療機器の
購入を助ける。

⑦の「医療施設等経営強化緊急支援
執行事業」では、都道府県と市区町村
を実施主体とし、①～⑥の事業の速や
かな執行事務のために生じる経費を支
援する。執行事務の委託費や事務費、
各事業の執行のために雇う非常勤職員
の人件費などを対象にする。

森光局長が都道府県に呼び掛け
「積極的な周知と、申請の勧奨を」

同補正予算事業については、都道府
県の担当者らに厚労省が所管する施策
や支援事業などを説明する「全国厚生
労働関係部局長会議」でも概要を提示。
２月７日には、動画共有プラットフォ
ームYouTubeの厚労省チャンネルに
森光敬子医政局長が説明する動画も投
稿した。

同補正予算事業の成果イメージにつ
いては、「足下の経営状況の急変等に
直面している医療機関等へ必要な財政
支援を行うことで、医療機関の連携・
再編・集約化に向けた取組を加速する
とともに、地域に必要な医療提供体制
の確保を図るもの」と説明。その上で、
都道府県の担当者に向け「対象の医療
機関に対して積極的な周知と、申請の
勧奨をお願いしたい」と呼び掛けた。

図１
事業の支給額
病院・有床診療所 許可病床数× ４万円
無床診療所 １施設×18万円
訪問看護ステーション １施設×18万円
＊�許可病床数が４床以下の有床診は１施設×
18万円を支給

図２
分娩取扱施設支援事業
病院または診療所 １施設× 250万円
助産所 １施設× 100万円
小児医療施設支援事業
小児部門の許可病床 １床× 25万円
＊�小児科部門の総事業費から収入額を控除し
た額が上限

申請期限などは実施主体の都道府県が設定、医政局長は「申請の勧奨」を呼び掛け
病床削減１床につき410.4万円、補正予算事業の実施要綱
厚労省

修了者数がついに１万人を突破、「在宅・慢性期」は２位
特定行為研修機関の申請を電子化、2026年８月審査から
看護師特定行為・研修部会

図３
基準額 対象経費

１カ所当たり（分娩取扱期間）
職員基本給�
職員諸手当�
諸謝金�
社会保険料

①年間９カ月以上 1140万円
②�年間６カ月�
　〜９カ月未満 760万円

③年間６カ月未満 380万円
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全日病講習会：2025年度医療DX人材育成プログラム解説

このプログラムは、条件を満たせば厚生労働省の人材開発支援助成金「事業
展開等リスキリング支援コース」も活用することができ、研修費用を大幅に軽
減することも可能である。講習の内容には、将来の病院情報システム導入で大
きな節約を図れるほか、システム構築の際の無駄な投資削減を実現するための
知識などを網羅している。病院情報システムのクラウドネイティブ化への転換
を強く支援する内容を目指した。なお、申込開始は４月初旬を予定している。

１．はじめに

全日本病院協会（全日病）は、会員
病院が医療DX化に適切な対応を取れ
るよう支援するため、2023年度と
2024年度に「全日病医療DX人材育
成プログラム」を開催してきた。この
プログラムでは、世界の潮流を踏まえ、
病院情報システムのあるべき姿として、
従来の「オンプレミス型」（病院内にサ
ーバーを設置し、各病院が独自に管理
する方式）から、「クラウドネイティブ
型」（クラウド環境を活用し、セキュリ
ティやコスト管理を効率化する方式）
へ移行することがあるべき姿であり、
各病院は、この方向性を前提に、自院
の病院情報システムの将来計画を策定
すべきであると一貫して伝えてきた。

そして2025年１月22日、厚生労
働省は、これまでのオンプレミス型か
らクラウドネイティブ型へ移行する方
針を正式に決定した。これまで講習会
で講義されていた「あるべき論」が、
現実の政策として動き出した瞬間であ
る。この方針転換により、病院情報シ
ステムの運用方法が大きく変わり、診
療所や小規模病院から段階的に導入が
進み、約10年の時間をかけて大規模
病院や大学病院にまで普及することが
予想される。

本稿では、なぜクラウドネイティブ
型への移行が必要なのか、そのメリッ
トや課題、今後の導入スケジュールに
ついて解説する。

２．�クラウドネイティブ化の必要性

（1）データの共有と診療の質の向上
日本の病院情報システムは長らく独
立運用が続いており、病院間でのデー
タ共有が困難であった。例えば、患者
が異なる病院で診察を受けるたびに、
新たな検査が必要となり、過去の検査
結果を活かせないケースも多かった。
クラウドネイティブ化により、電子カ
ルテや検査データがクラウド上で統一
管理され、患者情報がスムーズに共有
されるようになる。これにより、無駄
な検査が減り、診療のスピードと精度
が向上する。

（２）コスト削減と運用の効率化
オンプレミス型では、サーバーの購
入・保守・更新に多額の費用がかかる。
また、各病院が個別にIT人材を確保
し、セキュリティ対策を実施する必要
があった。クラウドネイティブ型に移
行すれば、システムの管理をクラウド
事業者に委託でき、病院ごとの負担が
大幅に軽減される。特に小規模病院で
は、IT人材の確保が難しいため、ク
ラウド活用のメリットは大きい。

（３）セキュリティと災害対策の強化
病院情報は機密性が高いため、サイ
バー攻撃の標的になりやすい。オンプ
レミス型では、病院ごとに異なるセキ
ュリティ対策が取られており、防御力
にばらつきがあった。しかし、クラウ
ドネイティブ型では「ゼロトラスト」
と呼ばれる最新のセキュリティモデル
を採用し、すべてのアクセスを厳重に
管理する。また、データは複数の拠点
に分散保存されるため、災害時にも迅
速に復旧が可能である。

３．�クラウドネイティブ移行の�
スケジュール

厚生労働省は、病院の規模やシステ
ムの複雑さを考慮し、期間を明示して
いないが、おそらく約10年間をかけ
て段階的にクラウドネイティブ型へ移
行する計画を立てていると思われる。

1.　�診療所・200床以下の小規模病院
への先行導入�
（既に始まり、５年で普及）
スマートフォン予約やオンライン受
付など、患者サービスの向上が期待で
き、かつ病院規模が小さいために移行
リスクも低い施設から導入が進むと考
えられる。オンプレミスに比べて導入
コストも抑えられるため、小規模の医
療機関にとってはハードルが低い。

2.　�中規模病院への波及�
（2026年度より本格化し、６～７年程度で普及）
病床数200～400程度の病院で、
検査機器との連携や業務効率化などの
メリットが明確に表れやすい。マルチ
テナント型であれば初期費用の大幅軽
減も見込める。クラウドリフトではな
く最初からクラウドネイティブ方式に
移行することで、より持続的な運用が
可能となるだろう。

3.　�大規模病院・大学病院への本格導入�
（2028年度より本格化し、８年で普及）
大規模病院は診療科や検査部門の数
が多く、既存システムも複雑だが、そ
の分クラウドネイティブへの移行の恩
恵も大きい。AI解析や遠隔カンファ
レンスなど、高度な機能が必要とされ
る現場ほどクラウドの特性を活かしや
すい。ただし、移行リスクやコストを
考慮し、段階的・計画的に進める必要
がある。

4.　�国全体でのシステム連携�
（国全体のシステムの入れ替わりは10年程度）
オンライン資格確認やレセプト請求
も、クラウドネイティブを前提とした
環境で標準化が進めば、保険者、調剤
薬局、介護施設などを含めた一体的な
情報共有がさらに加速する。紙を使っ
た手続きが大幅に減り、事務コスト削
減と医療サービスの向上が期待できる。

４．�今年度の全日病医療DX�
人材育成プログラム

2025年度も「全日病医療DX人材育
成プログラム」が７月から開催される。
このプログラムでは、最新の医療DX
の動向を学び、実際に病院で活用でき
る知識を身につけることを目的として
いる。今年度の講義内容には、以下の
テーマが含まれる予定である。
①　�オンプレミスからクラウドネイテ

ィブへ、病院規模別の移行戦略
　－�小規模病院・中規模病院・大規模

病院それぞれに最適な移行方法を
解説。

②　�生成AIを病院業務にどのように
取り入れるか

　－�生成AIの活用により、診療補助、
事務作業の効率化、患者対応の向
上を目指す。

5．まとめ

2025年１月22日に厚生労働省が
決定した病院情報システムのクラウド
ネイティブ化は、日本の医療DXの大
きな転換点である。今後10年ほどを
かけて、診療所から大学病院まで、全
国の医療機関で導入が進む。この過程
で、病院の経営者や病院情報システム
の担当者が正しいクラウドネイティブ
や医療DXの知識を持っていないと、
多額の無駄な投資や、クラウドネイテ
ィブの性能を活かしきれていない病院
システムを構築することになるだろう。
全日病は、医療DX人材育成プログラ

ムを通じて
クラウドネ
イティブや
病院DXに
関する最先
端の有用な
情報をわか
りやすく提
供すること
により、会
員病院の病
院情報シス
テムのクラウドネイティブ化を支援し
ていく。

今回のプログラムも2023年度、2024
年度と同じく、Zoomを利用したオン
ライン形式で実施する。本プログラム
の所定の課程（全受講時間の８割以上
の出席、３回の確認テスト合格）を修
了した受講者に対し、「全日本病院協
会認定　医療DX責任者」として認定
し、「修了証」を授与する。本プログラ
ムは国が推進する「DX化に対応する
人材育成」への研修要件を満たしてお
り、「修了証」は研修証明となる。

なお、本プログラムは、厚生労働省　
人材開発支援助成金（事業展開等リス
キリング支援コース）の支援要件を満
たした場合、研修経費や研修期間中の
賃金の一部等の助成を受けることが可
能である。条件を満たせば、厚生労働
省　人材開発支援助成金「事業展開等
リスキリング支援コース」も活用する
ことができ、研修費用を大幅に軽減す
ることも可能である。

日本の病院情報システムの大きな転換の道標となる講座
厚労省方針も「オンプレミス型」から「クラウドネイティブ型」へ移行

2025年度全日病医療DX人材育成プログラム
全日病講習会

１ ７/10（木） 前半：医療DXの現状（世界と日本）（高橋泰：以下高橋）
後半：DX基礎①IT基礎（小林土巳宏：以下小林）

２ ７/24（木） 前半：特別講義（１）国のDX戦略（厚生労働省　内山博之審議官）
後半：DX基礎②DX基礎（小林）

３ ８/７（木） 前半：セキュリティティー１（高橋）
後半：DX基礎③セキュリティー２（小林）

４ ８/21（木） 前半：�オンプレミスからクラウド・ネイティブへ１�
事例：葛西中央病院（高橋、土谷明男院長）

後半：DX基礎④システム企画・デザイン（小林）

５ ９/11（木） 前半：�オンプレミスからクラウド・ネイティブへ２�
事例：正幸会病院（高橋、東大里院長、山崎システム）

後半：DX基礎⑥ネットワーク（小林）

６ ９/25（木） 前半：�モバイル立ち上げから運用まで�
事例：HITO病院（高橋、佐伯潤ICT推進課）

後半：DX基礎⑦モバイル技術、モバイルセキュリティー（小林）

７ 10/９（木） 前半：特別講義（２）生成AIの活用１）（長英一郎）
後半：AIの技術の活用について（小林）

８ 10/23（木） 前半：生成AIの活用２（現場活用事例）藤井将志事務局長（谷田病院）、高橋
後半：ノーコード・ローコード概論（小林）

９ 11/13（木） 前半：�自前のシステム構築とコマンドセンター運用  笹森大輔（白石記念病院）、高橋
後半：地域連携の技術論（基礎）（小林）

10 11/27（木） 前半：特別講義（３）DXと地域医療　高橋肇（高橋病院理事長）
後半：�運営戦略（オンプレミスとの賢い付き合い方とクラウドシフトへの移行）（小林）

＋総括（高橋、小林）

「医療DX人材育成プログラム」研修
日　　程：�2025年７月10日～11月27日（全10回）
研修方式：�Zoomによるオンライン研修、１病院３人まで受講可能であり、

システムの担当者、自院の業務フローを熟知した医療職、経営
に関わる方のチームで参加するのが望ましい。

受 講 料：�250,000円（会員病院） 
500,000円（非会員病院）

筆者
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厚生科学審議会がん登録部会（中山
健夫部会長）は２月20日、全国がん登
録に関する「情報の提供マニュアル」
の改訂内容を了承した。厚労省は、
2024年度末までに初めて「利用者（申
請者）用」を作成し、「提供者（実務者）

用」と分冊化するなど計５項目につい
て内容を見直し、がん登録に関するマ
ニュアルの利便性向上を図る。一方、
カルテ転記や第三者提供の関連で、死
因については「がん」か「それ以外」に
置換するほか、診断日を復元できない

よう死亡までの経過日数を記すなどの
方針を決めた。

死因や診断日については、前回会合
でも複数の委員が、より詳細な記載を
可能にして医療の質の向上に資する情
報提供となるよう工夫を求めていたが

2024年度末の改訂では実現せず、検討
を継続する。厚労省は「実態を把握す
るなどして、どこまで細かく分けるこ
とができるのかなどの運用化を検討す
る必要がある」との考え。

2024年度末の改訂で見直す主な内容
は以下、５つとなっている。

①新たに「利用者（申請者）用」のマニ
ュアルを作成し、「提供者（実務者）
用」と分冊化
②大学や研究機関、製薬企業などの民
間事業者らが全国がん登録の情報を
利用できる目的などの明確化
③全国がん登録情報等の国外提供に関
する運用ルールの明確化
④生存者と死亡者の情報に関する診断
日や最終生存確認日、死亡日、死因
などの取扱いに関する方針の明確化
（図表）
⑤申請者が作成しやすいよう文書の利
便性向上と事務の効率化

委員からは前回に引き続き、より具
体的な死因の把握や診断直後の患者の
状態などの把握を通じて医療の質向上
を図るべきとの観点による意見が集中。
しかし厚労省は、情報の機微性が高く
慎重に取り扱うべきとの姿勢で「議論
を閉ざすのではなく、研究ニーズや（細
分化などの）方法があるのかなど研究・
検討を続ける必要がある」と検討継続
の考えを表明した。

「がん」か「それ以外」の死因分類など検討継続の事項も
がん登録マニュアルの改訂内容を了承、利用者用を分冊化
厚科審・がん登録部会

引き続き、がんに係る研究における予後情報の有用性及び研究推進による患者メリット並びに情報の保護のバランスに鑑み、実態把握等に
努め、必要に応じて見直しを行う。

利用マニュアルの記載（案）

【生存者の情報について】

最終生存確認日について、病院等及び病院等から提供を受ける者がそれぞれ以下の条件をいずれも満たした場合、第三者提供を可能とする。

・病院等は、診断日等（※）と最終生存確認日の差から得られる期間（日数）に最終生存確認日を加工する。（例：最終生存確認日－診断日 152日）

・病院等は、病院等から提供を受ける者において当該期間から最終生存確認日を復元できないよう、診断日等を併せて提供しない。

・病院等から提供を受ける者は、診断日等（※）を保有している場合、当該期間から最終生存確認日を復元できないよう、当該診断日等の「日」の情報
を削除する（例：2024年３月11日 2024年３月）。なお、「年月日」すべてを削除する等、「日」以上の情報を削除することは問題ない。

・病院等から提供を受ける者は、当該期間から最終生存確認日を復元できないよう、当該期間を保有する限り、診断日等を新たに入手してはならない。

（※）診断日等は、診断日、治療開始日及び手術実施日等、研究に必要な生存期間の算出の起点となる日付情報を意味する。

【死亡者の情報について】

死亡日及び死因について、病院等及び病院等から提供を受ける者がそれぞれ以下の条件をいずれも満たした場合、第三者提供を可能とする。

・病院等は、診断日等（※）と死亡日の差から得られる期間（日数）に死亡日を加工する。（例：死亡日－診断日 152日）

・病院等は、病院等から提供を受ける者において当該期間から死亡日を復元できないよう、診断日等を併せて提供しない。

・病院等は、原死因を「がんによる死亡」又は「がん以外の死亡」に置換する。（例：原死因が胃がん 「がんによる死亡」、原死因が心不全 「がん
以外の死亡」）

・病院等から提供を受ける者は、診断日等（※）を保有している場合、当該期間から死亡日を復元できないよう、当該診断日等の「日」の情報を削除す
る（例：2024年３月11日 2024年３月）。なお、「年月日」すべてを削除する等、「日」以上の情報を削除する場合も問題ない。

・病院等から提供を受ける者は、当該期間から死亡日を復元できないよう、当該期間を保有する限り、診断日等を新たに入手してはならない。

（※）診断日等は、診断日、治療開始日及び手術実施日等、研究に必要な生存期間の算出の起点となる日付情報を意味する。

○ 「全国がん登録 情報の利用マニュアル（第１版）」に、これまでのがん登録部会における議論を踏まえ、
法第20条の規定に基づき、病院が提供を受けることができる生存確認情報の利用例を記載する。

○また、前回の部会において引き続き検討することとしていたカルテ転記や第三者提供については、一定の条
件の下認める運用とする。

④法第20条の規定により提供される生存確認情報の取扱いに係る方針の明確化

■ 現在募集中の研修会（詳細な案内は全日病ホームページを参照）
研修会名（定員） 期日【会場】 参加費 会員（会員以外）（税込） 備考

総合医育成プログラム
� 100名

【開講式】
　2025年４月12日（土）
【必修単位】
　診療実践コース「医療運営」
　2025年４月13日（日）

※原則オンライン研修

220,000円（253,000円）（税込）

理事長・院長が適格と認めた経験年数概ね６年以上の医
師を対象に、日本プライマリ・ケア連合学会と筑波大学
の協力を得て実施。プログラムは、①診療実践コースと
して２年間で全23単位、②ノンテクニカルスキルコー
スとして１年間で全11単位―の全34単位で構成する。
各単位１日間、土・日曜日を中心に開催予定。３年以内
に診療実践コース12単位以上（「医療運営」は必修）、ノ
ンテクニカルスキルコース６単位以上の計18単位以上
を受講し、提出物などの条件を満たせば「全日本病院協
会認定総合医」として認定する。同認定取得者は日本プ
ライマリ・ケア連合学会の「プライマリ・ケア認定医」取
得の際、試験が免除。

医療安全管理者養成課程講習会
� 140名

全３クール
【全員共通】
第１クール（講義）
５月31日（土）９：00〜18：40［WEB］
６月１日（日）  ９：00〜18：00［WEB］

【全員共通】
第２クール（講義）
８月29日（金）９：30〜18：00［WEB］
８月30日（土）９：00〜18：30［WEB］

【日程選択】
第３クール（演習）
①９月27日（土）、28日（日）［会場］
②10月18日（土）、19日（日）［会場］

90,266円（111,166円）（税込）

厚生労働省の「医療安全管理者の業務指針および養成の
ための研修プログラム作成指針」に則ったプログラム。
修了者には診療報酬の「医療安全対策加算」における施設
基準の「医療安全対策に係る適切な研修」受講の証明と
なる修了証を授与し、「全日病・医法協認定 医療安全管
理者として認定する（認定期間５年間）。医療の安全管理・
質管理に関する基本的事項や実務を学び、組織的な安全
管理体制を確立するための知識と技術を身につけた人材
を育成・養成し、安全文化の醸成、医療の質向上を図る
ことを目的にした講習会。昨年に引き続き日本医療法人
協会との共催で実施する。

病院経営管理者研修
� 48名

2025年５月～2026年７月
全15講座（19日間） 495,000円（605,000円）（税込）

医療従事者委員会の研修を2024年度から再編し、多職
種協働の視点を強化。「病院経営管理者研修」では、病院
だけではなく法人・施設等の経営に関わる幹部医師、看
護部長、副看護部長、コメディカル部門長、事務長など
を対象に、約１年半の研修を実施後、当委員会の審査を
経て「病院経営士」の認定を付与する。

病院部門責任者研修
� 48名

2025年８月～11月
全４講座（６日間） 143,000円（198,000円）（税込）

医療従事者委員会の研修で、2024年度から多職種協働
の視点を強化し再編した。「病院部門責任者研修」では、
看護部門の看護師長や主任、訪問看護ステーションの所
長、コメディカル部門や事務部門の責任者、介護施設の
管理者などが、マネジメントに関する知識を学び、実習
で自部門の問題・課題の解決に取り組む。


